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１ はじめに 

 

(1) 研究会の設置趣旨 

今、我が国は、エネルギー政策について大きな転換期にある。もっぱら国の事務

とされてきたエネルギー政策について、住民生活の安心・安全を守り、地域経済の

維持発展、温暖化対策など環境との両立に資する政策として、地方側からも、再生

可能エネルギーの普及拡大、徹底した省エネルギー対策の推進、既存エネルギーの

効果的な活用などに積極的に取り組んでいる。 

こうした中、エネルギーインフラの整備が太平洋側に比べて脆弱な北近畿におい

ては、国土強靱化の視点からエネルギーセキュリティの強化をしていくことが必要

であり、京都府と兵庫県の合同で北近畿エネルギーセキュリティ・インフラ整備研

究会」（以下「研究会」という。）を設置し、北近畿におけるＬＮＧ基地や広域パ

イプライン整備について研究を行うこととした。 

 

 

(2) 議論の経過 
 

 ・第１回研究会（9月 9日、京都府公館） 

我が国の天然ガス及びガスパイプラインを取り巻く現状と課題 

高圧・大口径幹線ガスパイプライン（国土ガスハイウェー）敷設構想 など 
 

 ・第２回研究会（10 月 27 日、兵庫県公館） 

   北近畿におけるガスパイプラインのルート試案及び概算経費 

   日本海側におけるメタンハイドレートの開発の取組 

LNG 受入基地に係る京都舞鶴港の現状 など 
 

 ・第３回研究会（11 月 17 日、京都府公館） 

 北近畿におけるガスパイプライン整備の効果（試算） など 

 

 

(3) 中間とりまとめについて 

国や関係機関への政策提言として、これまでの研究会での議論を一旦整理し、取

りまとめるとともに、これをベースにして、関係市町や関係団体等の意見も聞きな

がら、より具体的な検討を進めることとする。 
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(2) 日本海側における天然ガス資源開発の現状 

 ○ 「海洋基本計画」（平成 25 年 4 月閣議決定）に基づき、平成 25 年から表層

型メタンハイドレート（ＭＨ）の資源量把握調査が開始された。平成 25～26 年

の調査で 971 箇所のガスチムニー構造（表層型ＭＨの賦存可能性がある構造）が

確認されている。 

  

 メタンハイドレートの商業化に向けた工程表 

  （出所：海洋エネルギー・鉱物資源 開発計画（資源エネルギー庁 H25.12 ）） 

 

(3) 化石燃料輸入とＬＮＧ受入基地の現状 

 ○ 我が国に輸入される化石燃料は、地政学的リスクが高い中東に依存しており、

一次エネルギー国内供給の 46.5%を占める原油の中東依存度は 83.6％（平成 25

年度）となっている。 

 ○ 我が国では、ＬＮＧ受入基地は需要地（主に太平洋側）ごとに立地し、基地周

辺に供給する構造である。これは、部分最適な観点からパイプライン設備の形成

が図られてきたためである。 

 

(4) エネルギーシステム改革の現状 

 ○ ガス市場の自由化により、ガス事業は製造・導管事業・小売に整理されていく

方向にある。このためにも、ガスパイプラインの第三者利用に関する公正なルー

ル整備をはじめ、中立性の高いガス供給ネットワーク（ガス導管事業）の形成が

望まれる。 
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３ 今後の天然ガス政策のあり方 

 

天然ガスを取り巻く現状や、国土強靱化、均衡ある国土の発展等の観点から、ガス

パイプラインネットワーク整備等の天然ガス政策が望まれる。具体的には以下のよう

な論点が挙げられる。 

 

(1) 国土強靱化のための天然ガス供給ネットワークの強化 

 ○ ガスパイプラインについては、高圧ガス保安法等に基づき、十分な耐震・耐腐

食性能が確保されている。また、ＬＮＧ基地も、大地震や地盤液状化にも耐えう

る設計となっており、国が行ったガス事業者の対策評価において、基本的には妥

当であるとされている。 

○ したがって、ガス途絶の発生確率は極めて低く、万が一の際も早期の復旧が可

能とされている。一方、東日本大震災では、仙台市ガスにおいて、津波により港

湾が冠水し、受電設備が損傷したため、ＬＮＧ基地の機能が停止した。このこと

は、想定を上回る地震動や液状化、立地港湾の機能停止等により、ＬＮＧ基地が

機能しなくなる場合が起こりうることを示した。（地震動について、震度７は極

めて幅が大きいため、想定震度７でも耐性を上回る可能性がある（平成 26 年 7 月 14 日 

産業構造審議会保安分科会ガス安全小委員会中間報告書））。 

○ このため、災害時ガス供給の万全を期すためには、国内ネットワーク化が必要

であり、これによりバックアップ供給が可能となる。（例：東日本大震災時、新

潟～仙台天然ガスパイプラインを通じて仙台市ガス局に代替供給。発災後 12 日

で供給再開（主に民生用）） 

○ これらから、全国的なガスパイプラインネットワークの整備方針の策定・整備

が望まれる。防災・減災、経済の観点から、公平なガス供給市場による経済や産

業の強靱化に資することから、幹線ガスパイプラインネットワークについては、

諸外国のように、財政・税制面での支援を含む国主導の整備の仕組みが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災における代替供給  諸外国のガスパイプライン形成パターン 

（出所：エネルギー白書 2011 資源エネルギー庁ＨＰ） （出所：ガスのインフラ整備に向けて ガスのインフラ整備

に関する WG 報告書（平成 23 年 3月）） 
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(2) 天然ガス調達先の多様化とＬＮＧ受入基地整備のあり方 

○ 中東以外の供給国が多い天然ガスの普及及び新たな供給国の追加はエネルギ

ー安全保障を向上させる。今後、特に豊富な天然ガス資源を有するロシア、アラ

スカからの調達も期待される中、地理的に、日本海側に受入基地を設けることが

有利である。 

○ ＬＮＧ受入基地の太平洋側への偏在是正や日本海側メタンハイドレート実用

化の際の荷揚げ拠点として、日本海側への受入基地の整備は有用である。 

 

(3) メタンハイドレート（ＭＨ）の開発促進 

  ○ 供給の多様化、エネルギー安全保障上の観点から、純国産の天然ガス資源であ

る日本海側ＭＨの開発は急務である。日本海側の表層型ＭＨは多量に賦存する可

能性もあり、日本海側の LNG 受入基地や大需要地へ繋がるガスパイプラインが整

備されれば、ＭＨガスの市場化及び国産資源によるエネルギー供給の強靱化に大

きく寄与する。ガスパイプライン整備に並行した日本海側ＭＨ開発事業の加速化

が望まれる。 

 

出所：資源エネルギー庁 26 年 12 月 25 日発表ニュースリリース 

 

(4) 地域産業の振興、温暖化対策の促進 

  ○ 天然ガス管の未敷設地域へ整備されることにより、燃料調達費の低下による事

業性の向上や天然ガスコジェネの活用、天然ガスからの改質による水素燃料製造

基地の立地等の新産業の振興ともに、他燃料からの転換によるＣＯ２削減効果も

期待される。 
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＜平成 27 年 10 月 21 日付け日本経済新聞（朝刊）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経済産業省は、ガスの小売り自由由化を見据えて、全国的なガス導管整備計画の

策定に着手 

・計画に沿ってガス導管を整備する場合、補助金等の投資促進策を実施 
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通インフラ

た、一般人

受けない点

が望まれてい

ライン工法

能との報告も
） 

を所管する

 
研推計、一部加

費用の概

ラである

人が入ら

点からも

いる。 

法）が適

もある。 

る国の主

加筆） 



○ ま

ルサ

保さ

費用

 

(4) ガ

○ 東

詳細

産業

府、

○ ま

ライ

フラ

○ 国

の内

ュ

○ 

り、

リテ

○ 

パイ

 

（出

 

○ ま

性が

 

 

 

また、費用

サービス制

されるべき

用を社会全

スパイプラ

東日本大震

細かつ広範

業連関分析

、シンクタ

また、学術

イフライン

ライン途絶

国において

内容はＬＮ

リティ効果

しかしなが

、国におい

ティ効果、

こうした現

イプライ整

所：総合資源エ

また、国土

が向上や地

用負担につい

制度（国民生

きサービスは

全体で応分に

ライン整備

震災による産

範な情報及び

析を活用した

タンク等にお

研究の分野

ン途絶状況下

絶抵抗係数」

ても、広域パ

ＮＧ基地の投

果（バックア

がら、定性的

いても、下図

ＣＯ２削減

現状を踏まえ

整備の効果

エネルギー調査会

土強靱化以外

地域産業の振

いては、現

生活に不可

は全国どの

に負担する

の効果 

産業への影

びデータを

たＧＤＰの

おいて行わ

野では、ライ

下における

」の研究が

パイプライ

投資回避や

アップ効果

的には相当

図のように

減効果、価

え、本研究

を検討する

会 総合部会天然

外にも、ガ

振興に寄与
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現在、電気通

可欠であり、

の地域でも公

る制度）も踏

影響に関す

を利用し、直

の押し下げ効

われた例が

イフライン

る生産量の

がある。 

イン整備によ

やＣＯ２削減

果）で定量化

当のセキュリ

に、費用便益

価格低減効果

究会において

る。 

然ガスシフト基盤

ガス調達コス

与する。 

通信分野で

、あまねく

公平に安定

踏まえて検

る事例検討

直接被害額

効果などの

ある。 

ン途絶による

平常時に対

よる効果算

減効果など

化は困難と

リティ効果

益を検討す

果を含める

ても、先例

盤整備専門委員

ストの低下

で利用されて

日本全国に

定して利用

検討するこ

討として、震

額に加え、一

の影響を推計

る産業への

対する比率

算定が検討さ

どの定量化が

とされてい

果等が想定さ

する際の要素

る案が示され

例も参考に、

会報告書 参考資

下による沿線

ているユニ

における提

できるよう

とも必要で

震災後に得

一般均衡モ

計する研究

の影響分析と

を考察した

されている

が主であり

る。 

されるとこ

素として、

れている。

、引き続き

 

資料集平成 24 年

線立地企業

ニバーサ

提供が確

う、必要

である。 

得られた

モデルや

究が、政

として、

た「ライ

るが、そ

り、セキ

ころであ

セキュ

 

き、ガス

年 6月） 

業の事業
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５ 天然ガス調達先の多様化と受入基地整備のあり方 

 

(1) 資源調達の不確実性への対応（京都府とアラスカ州との取組） 

  

○  国際紛争やテロのリスクも否定できない中、調達先の多様化が大きな課題であ

る。 

○ アラスカの天然ガスは、過去に 40 数年に渡り、日本に安定供給されてきた実

績があり、今後のアラスカの天然ガスの開発動向が注目されている中、平成 26

年に経済産業省とアラスカ州政府がＬＮＧ調達に関する覚書を締結した。 

 ○ 京都府においては、平成 27 年 9 月に、天然ガスに恵まれている米国アラスカ

州とエネルギー資源に関する覚書を、自治体として初めて締結し、現在、情報交

換等の取組みを進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アラスカ州・京都府両知事による調印 

 

 (2) ＬＮＧ受入基地整備のあり方 

 ○ 従来までの港湾周辺の需要地を対象とした整備ではなく、ガスパイプラインネ

ットワークによる広域供給を前提とした、より経済効率的なＬＮＧ受入基地整備

の整備が望まれる。 

○ ＬＮＧ受入基地候補としては、京阪神地域からのアクセスの利便性や国際ふ頭

等の港湾機能を持つことから、近畿の日本海側唯一の重要港湾である京都舞鶴港

が有望である。 

○ また、同港は平成 22 年に新たな埠頭が整備されるなど、産業立地の十分な用

地も有していることから、将来的なＬＮＧ発電所の立地可能性もある。 

 



 

 

６ メタ

 

(1) 調

○ 

合

を展

あ

 

(2) 開

 ○ 企

等

 

(3) 開

 ○ 砂

に

 

 

 

 

 

 

タンハイドレ

査研究・開

平成 24 年

が設立され

展開してい

る。 

発に向けた

企業や大学

を継続的な

発スケジュ

砂層型ＭＨ

向けて、国

（出

レートの開

開発支援の

9 月に、日

れ、海洋エネ

いるが、Ｍ

た機運の醸

学における

な開催し、情

ュールの明

Ｈと同様に

国における

出所：一般社団法

開発促進

一層の充実

日本海側府

ネルギー資

Ｈ開発の更

成 

取組を促進

情報交換・共

確化 

、表層型Ｍ

工程表の明
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法人 京都舞鶴港

実 

府県により海

資源の開発に

更なる推進の

進するため

共有を通じ

ＭＨの商用化

明確化など

港振興会ＨＰに

海洋エネル

に関する情

のためには

、国や自治

じた研究開発

化に向けて

が望まれる

追記） 

ルギー資源開

情報収集、調

は、国の支援

治体が率先

発の機運醸

て取組みの一

る。 

開発促進日

調査研究等

援の充実が

して、フォ

醸成が必要で

一層の推進

 

日本海連

等の活動

が重要で

ォーラム

である。 

進や開発
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７ 地域産業の振興 

 

(1) 天然ガス基盤を活用した地域産業の振興方向 

○  京都府と兵庫県は、古来より山陽道で結ばれた交通の要衝に位置しており、

工場立地のニーズは高い。（兵庫県 4 位、京都府 18 位（平成 26 年））パイプ

ラインによるガス供給が実現すれば、丹後、丹波地域にも多様な企業立地の可

能性が高まると考えられる。 

○ パイプラインによるガス供給によって、エネルギーセンター付きの地域再開発

やコジェネ、水素ステーション設置が可能となる。また、ＢＣＰ対応ビルの立地

が可能となり、不動産価値の向上が考えられる。 

 

(2) 天然ガス発電所の誘致 

 ○ 日本海側は、ＬＮＧ基地のある新潟や富山を除き、これまで石炭や石油でない

と大規模火力発電所が実現できなかったが、ＬＮＧ基地や広域パイプライン整備

などの天然ガス供給体制が確立することで、日本海側の地域でＬＮＧ火力発電所

の立地が可能となる。 

○ 特に、我が国のエネルギーミックスおける再生可能エネルギーの割合の目標

（22～24％）を達成するためには、調整電源としての能力の高いＬＮＧ火力発電

所が必要である。 

 

(3) 天然ガスへの切り替えによる温暖化対策の促進 

 ○ 沿線地域における他燃料からの天然ガスへの転換により、ＣＯ２削減が期待さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 (出所：電気事業連合会) 
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８ 研究会の提言（まとめ） 

以上、これまでの研究会の議論を取りまとめると次のとおりとなる。 

事項 提言の概要 

天然ガス供給ネット

ワーク 

国土強靱化の視点を重視した国における戦略的整備 

 天然ガスパイプライン整備に当たって、今後は、南海

トラフ巨大地震等を想定した国土強靱化の視点や、石

炭・重油等からガスへの変換によるＣＯ２削減など、

事業性以外の視点も重視することが必要 

 事業性の面からも、都市間幹線パイプライン整備を通

じて、より少ないＬＮＧ基地で効率的に供給する全体

最適的な供給体制が必要 

 こうしたことを踏まえ、ガスパイプラインを重要イン

フラとして位置づけ、国により全体計画を策定すると

ともに、整備主体の検討や財政支援制度の創設等、整

備（ネットワーク化）についても国が主導的役割を果

たすことが重要 

 

パイプラインネットワーク化と北近畿における整備 

 具体的ルートとして、京阪神地域のバックアップを担

う舞鶴～三田の幹線パイプライン、及び日本海側の空

白地帯（富山～山口）をカバーする幹線パイプライン

の整備が必要 

 舞鶴～三田間は、沿線に一定のガス需要があり、起伏

の少ない舞鶴若狭自動車道で結ばれていることから、

幹線パイプラインの整備ルートのひとつとして、国の

全国計画に位置付けを提案 

 

ガスパイプライン整備の新たな仕組み 

 ガスパイプラインの整備について、経費の削減、工期

の短縮、維持管理の容易さ等を考慮すると、高速道路

の活用が有望 

 高速道路利用に向けて、占用に係る規制緩和や、国の

公共事業として整備などの検討も必要 

 従来工法と比較して約１／３の経費で、工期を大きく

短縮できるＱＰＬ（クイックパイプライン）工法の採

用など、経費削減のための新工法の導入が必要 



15 

 

天然ガス資源確保 

 

 

 

 

 

安定供給の確保 

 相対的に高い輸入価格となっているＬＮＧについて、

より廉価で将来にわたり安定的に確保するためには、

ＬＮＧ調達先の多様化が必要 

 また、国際紛争やテロなどのリスクを考えると、地政

学的に有利な調達先を確保しておくことが重要 

 そのためには、ガス供給における国内ハブとなるとと

もに、将来の天然ガス資源であるメタンハイドレート

の陸揚げも想定したＬＮＧ基地の面的配置が必要 

 

北近畿におけるＬＮＧ基地整備 

 京阪神からのアクセスや国際ふ頭等の港湾機能、近畿

唯一の重要港湾指定等を考慮すると、北近畿では京都

舞鶴港へのＬＮＧ基地整備が有望 

 京都府とアラスカ州は、アラスカ州産ＬＮＧ受入基地

整備に向けて情報交換を進めており、京都舞鶴港での

整備に向けた国レベルの計画への位置付けを要請 

 

メタンハイドレートの開発促進 

 将来の純国産天然ガス資源として、日本海沿岸の多く

の地点で埋蔵が確認されている表層型メタンハイド

レートの開発促進が重要 

 表層型メタンハイドレートの商業化に向けた行程の

明確化や国による研究開発の加速化が必要 

その他 

 

 

低炭素社会づくりに向けた産業振興等 

 低炭素社会実現、ガス事業の事業性向上などの観点か

ら、コジェネの普及など、エネルギーのスマートで効

率的な利用を実現するガス関連産業の振興が必要 

 

地球温暖化対策の推進 

 国のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギ

ー比率を実現するためには、調整電源としての能力の

高いＬＮＧ火力発電所の整備が鍵 

 電力を安定的に確保しつつ、温室効果ガスを削減して

いく視点からは、当面、既存の石油・石炭火力発電を

ＬＮＧ火力発電にシフトしていくことが有効 
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参考資料 

 

１ 委員名簿 

                                ＜五十音順＞ 

氏名 所属・職名 

青山
あおやま

 繁
しげ

晴
はる

 株式会社独立総合研究所 代表取締役社長 

足立
あ だ ち

 誠
まこと

 兵庫県商工会連合会 専務理事 

今井
い ま い

 一雄
か ず お

 一般社団法人京都経済同友会 北部部会長 

五味
ご み

 裕一
ゆういち

 兵庫県 企画県民部長 

阪本
さかもと

 光
みつ

宏
ひろ

 関西電力株式会社 京都支社総務部長 

佐々木
さ さ き

 努
つとむ

 株式会社日本総合研究所 総合研究部門シニアマネジャー 

薗
その

 利彦
としひこ

 近畿経済産業局 電源開発調整官 

内藤
ないとう

 克彦
かつひこ

 京都大学大学院経済学研究科 特任教授 

平岡
ひらおか

 靖
やす

敏
とし

 神戸商工会議所 理事・産業部長 

廣瀬
ひ ろ せ

 久
ひさ

哲
のり

 舞鶴市商工会議所 会頭 

布施
ふ せ

 俊郎
と し お

 伊丹産業株式会社 取締役 ＬＰガス部長 

三浦
み う ら

 義
よし

礼
のり

 大阪ガス株式会社 近畿圏部地域開発室長 

山口
やまぐち

 寬士
ひ ろ し

 京都府 環境部長 
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２ 研究会における意見等の概要 

２．１ 第１回研究会における意見等 

 

２．２ 第２回研究会における意見 

整備の効果

・数値化に

ついて 

 

 

 

 

 

 

・ 表層型メタンハイドレート（ＭＨ）は砂層型ＭＨより純度が高く実用

化しやすい。実用化時期も前倒しになるのではないか。また、パイプラ

イン整備が実現すればＭＨ開発の大きなインセンティブになる。 

・ 内陸部はガスの価格が高く、燃料コストが高い。パイプライン整備に

より、事業性の向上という貢献もできる。この効果を示すことも重要。 

・ ガス供給や BCP 対応ビルによる不動産価値の向上も定性的な事例とし

ては考えられるのではないか。 

・ パイプラインは、導管自体が貯蔵施設となり、さらにＭＨ開発と繋が

れば、技術革新につながると考えられる。 

事業の進め

方について 

 

 

 

 

 

・ 整備の期間を示し、南海トラフ地震に間に合わせる必要があるのでは

ないか。 

・ 年内に国に提言したいと考えている。具体的には、高速道路に関する

規制緩和の要望等、事業主体は議論していないが、事業者に魅力あるも

のにしたい。 

・ 行政としては、経産省が計画作成しているとのことなので、実現に向

けて実務を進めていきたい。 

経産省の方

針について 

 

 

・ 欧米では小売り配管（DSO）と輸送配管（TSO）が分離している。経産

省の小売り自由化は TSO を促進する意図もある。 

・ 8 月 8 日以降、経産省の審議会は 3回開催されており、まだパイプライ

ン整備の議論になっていないが、今後間違いなく議論される予定。 

 

 

 

事業性に

係る意見 

・ ガス事業者による整備の場合、国土強靱化のためだけに投資すること

は難しく、事業性を考慮する必要がある。 

・ 平成 27 年 1 月のガスシステム改革小委員会報告書にあるように、全体

最適の観点から事業化は難しいというのが率直な意見。 

・ 経産省のガス事業に関する研究報告書において、国内の広域パイプラ

イン整備は事業性がネックとなり進んでいないことが度々指摘されてい

る。 

その他留

意点 

・ ガスパイプライン整備の意義について、全国レベルと近畿レベルでは

必ずしも一致しないため、線引きする必要あり。 

・ 需要の少ない地域へのパイプライン整備は、セキュリティのために整

備するのか、マーケットとして整備するのか考える必要がある。 

・ 日本海側にはメタンハイドレートがあり、その下層には上質の天然ガ

スが眠っている。この資源を活用するにはパイプライン整備が不可欠。

・ 北近畿発展の要所としてこのチャンスを生かし、国土強靱化と地域創

生の両面からこのエネルギー問題への取組を進めていくことが重要。 

・ パイプライン整備により北近畿の発展を促し、ひいては国土強靱化の

先行地域となることを目指したい。また、10 年後のパイプライン整備の

実現を目指し研究会での議論を深めたい。 
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２．３ 第３回研究会における意見 
ガスパイプ

ライン整備

効果及びそ

の定量化に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＬＰＧから都市ガスへの転換が価格低減効果としてのみ挙げられてい

るが、ＬＰＧは、震災でも示されたように災害に強いという利点もある。

燃料の転換については、ベストミックスという視点の中での競争・事業

化を目指すべき。 

・ 過去の震災の検証例をみても、災害時のガス供給停止による被害想定

について、ガスのみの影響や特定の地域を対象に算出することは難しい

のではないか。 

・ 被害想定としての算出や公表は難しいとは思うが、地域のＧＤＰの内、

ガス供給に係る額等、地域経済のガス依存度の様なものを示してはどう

か。 

・ 学術レベルでは、サンプリング調査により、各産業におけるガスの依

存度を示す係数は求められているが、どれだけ実体を反映しているかは

疑問。数字を求めることは可能だが、一人歩きしてしまうおそれがある。

・ 定量化については、今後の課題か。被害想定ではなく、産業連関表な

どによりガス供給が影響する額を求めることにより、被害の最大値とす

るということは考えられる。ガス依存度等により、ガス供給の重要性を

示すことができる。例えば、中東への原油依存度の様なものである。そ

れらを示すことにより、国費をどれだけ投入するかという議論になるの

ではないか。 

・ 研究会の内部資料としてはよいが、外部に示すのであれば、ネガティ

ブな情報ばかりでなく、ガスパイプライン整備によるポジティブな情報

を示すべきではないか。定量化しない方がよいこともあるのでは。 

中間取りま

とめ案につ

いて 

 

 

 

 

 

・ メタンハイドレート（MH）に関する記述について、「LNG（受入）基地」

という表現を使用しているが、LNG で輸出する場合を除き、MH は液化す

ることはない。MH に関する項目では「天然ガス基地」等の表現を用いて

はどうか。 

・ ガス市場自由化について、生産・導管・小売の「分離」という表現が

あるが、例えば、導管事業が別会社化されるのは大阪・東京・東邦ガス

の 3 社だけであり、「分離」ではなく、「整理」という表現が適切だと

考える。 

・ 近畿における工業団地の立地状況が示されているが、兵庫県は、近年

工業団地の立地状況が全国でも上位のはずなので、その状況も記載して

はどうか。 

今後の進め

方について 

 

・ 国のガスシステム改革小委員会の動向について補足すると、ガスパイ

プライン計画については、次回以降に議論される予定。また、ガス事業

者の意見を聞きながら進めるとのこと。 

・ 天然ガスを推進するだけではなく、エネルギーミックスという視野を

入れて検討して頂きたい。 
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